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⾏政⼿続の簡素化、IT化（ベンチャー⽀援プラットフォーム）

ベンチャー⽀援プラットフォームの構築

• ベンチャー企業の強みは機動性であり、⼀⽅で資⾦や⼈材等の経営資源が不⼗分なため、その経営は時間
との勝負。このため、ベンチャー⽀援においても、⼿続を簡素化し、よりスピーディーに施策を使えるようにすること
が重要課題。

• この取り組みでは、各省庁のベンチャー⽀援（補助⾦・委託費等）の申請⼿続きについて、①申請様式の
共通化、②法⼈インフォメーション等のデータベースからのデータ引⽤、③オンライン申請を実現し、⼿続き
の⼤幅な簡素化の実現を⽬指す。

• あわせて、システム利⽤企業のデータベースを形成し、そのデータ解析により効率な制度運⽤やベンチャー企業
へのプッシュ型の⽀援提案などベンチャー⽀援の効果向上を図る。

申請様式の共通化 データベースの活⽤ オンライン申請

わかりやすい！
迷わない！

書き込む量が
減少！

スピーディーに
申請！

補助⾦等の申請書で
確認・審査する項⽬
は共通点が多い。
様式を共通化すれば
わかりやすくなる。
ポータルサイトも構築

法⼈インフォメーションや、
本システムで形成される
申請企業ＤＢ、⺠間の
会計ソフト等で、既に書
き込んだデータを活⽤。
実績報告等の申請後の
プロセスでも活⽤。
（Tell us onceルール）

印刷・発送作業が
不要。
エラーチェックで、
⼊⼒漏れ防⽌。
以降の⼿続も
極⼒オンライン化。

FY2016：β版構築→FY2017：年度当初にβ版リリース。その後、順次ベンチャー・チャレンジ2020参加省庁等に拡⼤を想定 2



補助⾦・委託費等申請書作成データセット

共通データ項⽬Ａ＜基本情報＞ ： 商号、法⼈番号、代表者役職・⽒名 等

共通データ項⽬Ｃ＜財務情報＞ ： 貸借対照表、損益計算書

共通データ項⽬Ｂ＜事業内容＞ ： 各省庁担当が選択式で内容を指定
（例）事業の新規性・⾰新性、技術の優位性等

法⼈
インフォメーション

会計ソフト

申請
企業ＤＢ

申請書⾃動⽣成（申請フォーマットにレイアウト）

申請書印刷 → 各省庁窓⼝へオンライン申請 → 各省庁窓⼝へ

省庁・⽀援者ポータル 各省庁・⽀援者が企業の基本情報・活動状況・⽀援進捗を把握し
効率的な⽀援を実施。プッシュ型の⽀援提案等

申請企業ポータル ⽀援策を簡単に把握できる⼀覧・検索・レコメンド機能
ミラサポ等と連動し、⽀援策のアクセスを向上、申請効率化

ベンチャー⽀援プラットフォームの概要（案）

法⼈インフォメーション
等の既存のポータル等
とも連携
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構成：補助⾦・委託費等申請書作成データセット＋申請企業ＤＢ＋ポータルサイト（申請企業/省庁・⽀援者）

＊申請時のデータは、
実績報告等の申請
後のプロセスでも活⽤

初
回
の
み
⼊
⼒



削減コストの⾒込み（研究開発型ベンチャー企業の⽀援に関する予算事業の例）

①申請書類提出
②申請要件審査
③⼀次審査（書⾯審査、⾯談審査）
④⼆次審査プレゼン審査
⑤採択

＜書類提出から採択までの期間＞
約1ヶ⽉

申請〜採択までの流れ 提出資料等

申請⼿続にかかる時間コスト 削減が⾒込まれるコスト（⼀社当たり）

1. 会社案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式A関係】
2. 交付申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
3. 助成事業内容等説明書・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
4. 事業化計画書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
5. 助成事業実施計画書・・・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
6. 助成事業要旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
7. その他の補助⾦制度との関係等・・・・・・・・【様式B関係】
8. 利害関係の確認について・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
9. 出資意向確認書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
10. e-Rad応募内容提案書・・・・・・・・・・・・・・【様式B関係】
11. 直近２年分BS、PL及びCF計算書等・・・【様式C関係】

○担当者
（20.0h×5,000円＝100,000円）
・申請概要についての理解（1h）
・様式の作成（1様式1h×11種類＝11h）
・ヒアリング事前準備（4h）
・ヒアリング当⽇対応（移動2h+対応2h=4h)

○担当管理職
（14.0h×10,000円＝140,000円）
・申請概要についての理解（0.5h）
・様式の確認（1様式0.5h×11種類＝5.5h）
・ヒアリング事前準備（4h）
・ヒアリング当⽇対応（移動2h+対応2h=4h)

○担当役員等
（6.0h×20,000円＝120,000円）
・申請概要についての理解（0.5h）
・様式の確認（1様式0.5h×11種類＝5.5h）

＜総時間 ：40.0時間＞
＜総⼈件費：360,000円＞

（１）本PFを初めて活⽤する場合
＜法⼈インフォメーションを活⽤＞
○担当者（▲1.4h×5,000円＝▲7,000円）

・様式A関連資料（企業の基本情報）の作成
（1様式▲0.7h×1種類＝▲0.7h）
・様式C関連資料（財務情報）の作成
（1様式▲0.7h×1種類＝▲0.7h）

*各項⽬について、70%の時間削減を想定
○担当管理職（▲0.4h×10,000円＝▲4,000円）

・様式A関連資料（企業の基本情報）の確認
（1様式▲0.2h×1種類＝▲0.2h）
・様式C関連資料（財務情報）の確認
（1様式▲0.2h×1種類＝▲0.2h）

*各項⽬について、40%の時間削減を想定
○担当役員等（▲0.4h×20,000円＝▲8,000円）

・様式A関連資料（企業の基本情報）の確認
（1様式▲0.2h×1種類＝▲0.2h）
・様式C関連資料（財務情報）の確認
（1様式▲0.2h×1種類＝▲0.2h）

*各項⽬について、40%の時間削減を想定

※⼈件費の時間単価を下記のとおり仮定
担当者5,000円/担当管理職10,000円/担当役員等20,000円

*1 様式A及びC関連資料→法⼈ポータルDBの活⽤を想定
*2 様式B関連資料→本PFによる2回⽬以降の申請から、申請企業DBの活⽤を想定

※※その他、様式の印刷費⽤や輸送代⾦等についても追加でかかる場合があると想定
※※※申請時のデータは、実績報告等の申請後のプロセスでも活⽤

本PF活⽤2回⽬以降は、平均して１社当たり
9.9時間（▲27%）／85,500円（▲26%）のコスト削減につながる⾒込み
*活⽤1回⽬は、1社平均2.9時間（▲8%）／25,300円（▲8%）のコスト削減⾒込み

その他複数事業に
ついて同様の試算

各提出資料について、
本PFにおける様式のいずれに関係するかを分類
＜本PFにおける様式の分類＞

•共通様式A（企業の基礎情報）
•共通様式B（事業内容等）
•共通様式C（財務情報）

＜提出書類の種類＞
11種類
（様式A関係1種類/ 様式B関係9種類/ 様式C関係1種類）

（２）本PFの活⽤が2回⽬以降の場合
＜法⼈インフォメーション＋申請企業DBを活⽤＞
→（１）の削減効果に加え、下記の削減効果を⾒込む
○担当者（▲6.3h×5,000円＝▲31,500円）

・様式B関連資料（事業内容）の作成
（１様式▲0.7h×9種類＝▲6.3h）

*各項⽬について、70%の時間削減を想定
○担当管理職（▲1.8h×10,000円＝▲18,000円）

・様式B関連資料（事業内容）の作成
（１様式▲0.2h×9種類＝▲1.8h）

*各項⽬について、40%の時間削減を想定
○担当役員等（▲1.8h×20,000円＝▲36,000円）

・様式B関連資料（事業内容）の作成
（１様式▲0.2h×9種類＝▲1.8h）

*各項⽬について、40%の時間削減を想定

○担当者 （▲7.7h×5,000円＝▲31,500円）
○担当管理職（▲2.2h×10,000円＝▲18,000円）
○担当役員等（▲2.2h×20,000円＝▲36,000円）

（１）の削減効果と合わせると

2.2時間(▲6%)/19,000円(▲5%)の削減⾒込み 12.1時間(▲30%)/104,500円(▲29%)の削減⾒込み
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